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令和 2 年度真庭市補正予算(6 月補正)について

令和 2 年度 6 月補正予算については、新型コロナウイルス感染症に伴う市民生活の支

援や経済活性化のための緊急対策予算第 2 弾のほか、国等の補助事業採択による事業等

について、予算編成を行いました。

1 令和 2 年度真庭市一般会計補正予算(第 2 号)

歳入歳出をそれぞれ 4 億 8,734 万 3 千円増額し、歳入歳出総額 364 億 4,440 万 8 千

円を計上しています。これを前年同期の予算額 298 億 381 万 8 千円と比較すると、66

億 4,059 万円、22.3％の増です。

(1) 歳入について

歳入では、国庫支出金 2,507 万 5 千円、県支出金 268 万 5 千円、繰入金 3 億 8,908

万 3 千円、諸収入 870 万円及び市債 6,180 万円をそれぞれ増額しています。

主なものは、国庫支出金では、循環型社会形成推進交付金 2,140 万 5 千円、県支

出金では、産地パワーアップ事業費補助金 128 万 5 千円、諸収入では、農山漁村振

興支援事業貸付金元金収入 600 万円、市債では、過疎対策事業債 6,180 万円をそれ

ぞれ増額しています。

また、一般財源不足を補うため財政調整基金を取り崩し、繰入金として 3億 8,404

万 3 千円を増額しています。

(2) 歳出について

歳出の主なものは、民生費では、就労継続支援事業所の商品開発等を支援する障

がい者活躍支援真庭つながり促進事業 1,113 万円、児童扶養手当受給者を対象に児

童 1人あたり 2万円を支給するひとり親家庭等特別給付金支給事業 1,120 万 1千円

を増額しています。

衛生費では、施設建設に向けた造成工事を行う生ごみ等資源化施設整備事業 1 億

937 万 6 千円、看護師等の確保を目的とした奨学金貸付事業 504 万円を増額してい

ます。

農林水産業費では、農産物の高収益化を支援する産地パワーアップ事業費補助金

128 万 5 千円を増額しています。

商工費では、中小企業者及び小規模事業者に支援金を支給する事業持続ささえあ

い事業 2 億 2,000 万円、中小企業者及び小規模事業者の設備投資や販路開拓等を支

援するたすけあい経済再生事業 5,700 万円並びに子育て世代に宿泊・食事券を交付

する子ども応援券給付事業 4,800 万円を増額しています。

教育費では、無観客での音楽イベント等、文化及び芸術活動の継続を支援する事

業等、文化活動団体補助事業 370 万円を増額しています。
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令和2年度6月補正会計別予算集計表

　　　（単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

一　般　会　計 35,957,065 487,343 36,444,408 29,803,818 6,640,590 22.3

国民健康保険特別会計 5,117,153 0 5,117,153 4,914,618 202,535 4.1

後期高齢者医療特別会計 790,185 0 790,185 766,260 23,925 3.1

介護保険特別会計 6,155,879 0 6,155,879 6,085,990 69,889 1.1

介護保険特別会計
(介護サ－ビス事業勘定)

51,111 0 51,111 50,518 593 1.2

簡易水道事業特別会計 992,780 △ 992,780 △ 100.0

浄化槽事業特別会計 75,502 0 75,502 86,829 △ 11,327 △ 13.0

津黒高原観光事業特別会計 25,110 0 25,110 20,784 4,326 20.8

クリエイト菅谷事業特別会計 7,559 0 7,559 7,574 △ 15 △ 0.2

温泉事業特別会計 141,452 0 141,452 139,243 2,209 1.6

特別会計合計 12,363,951 0 12,363,951 13,064,596 △ 700,645 △ 5.4

水道事業会計 2,603,325 0 2,603,325 1,147,529 1,455,796 126.9

下水道事業会計 3,496,800 0 3,496,800 3,442,543 54,257 1.6

国民健康保険湯原温泉
病院事業会計

1,693,094 0 1,693,094 1,898,374 △ 205,280 △ 10.8

公営企業会計合計 7,793,219 0 7,793,219 6,488,446 1,304,773 20.1

合　　　　　　計 56,114,235 487,343 56,601,578 49,356,860 7,244,718 14.7

会　　計　　名 増減額 増減比
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令和2年度6月補正一般会計歳入の状況

（単位：千円,％）
補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

8,349,220 397,783 8,747,003 23.9 7,761,526 985,477 12.7

市税 5,130,796 0 5,130,796 14.1 5,157,523 △ 26,727 △ 0.5

分担金及び負担金 232,202 0 232,202 0.6 254,251 △ 22,049 △ 8.7

使用料及び手数料 326,279 0 326,279 0.9 334,554 △ 8,275 △ 2.5

財産収入 199,119 0 199,119 0.5 224,020 △ 24,901 △ 11.1

寄附金 400,460 0 400,460 1.1 191,530 208,930 109.1

繰入金 1,450,429 389,083 1,839,512 5.1 1,154,577 684,935 59.3

繰越金 200,000 0 200,000 0.5 200,000 0 0.0

諸収入 409,935 8,700 418,635 1.1 245,071 173,564 70.8

27,607,845 89,560 27,697,405 76.1 22,042,292 5,655,113 25.7

地方譲与税 377,846 0 377,846 1.0 264,800 113,046 42.7

利子割交付金 4,100 0 4,100 0.0 9,000 △ 4,900 △ 54.4

配当割交付金 21,300 0 21,300 0.1 25,000 △ 3,700 △ 14.8
株式等譲渡所得割交付金 13,500 0 13,500 0.0 20,000 △ 6,500 △ 32.5

法人事業税交付金 25,000 0 25,000 0.1 0 25,000 －

地方消費税交付金 965,000 0 965,000 2.6 820,000 145,000 17.7
ゴルフ場利用税交付金 20,800 0 20,800 0.1 20,800 0 0.0

自動車取得税交付金 0 0 0 0.0 35,000 △ 35,000 △ 100.0

環境性能割交付金 32,800 0 32,800 0.1 14,000 18,800 134.3

地方特例交付金 27,000 0 27,000 0.1 89,900 △ 62,900 △ 70.0

地方交付税 13,190,000 0 13,190,000 36.2 13,440,000 △ 250,000 △ 1.9
交通安全対策特別交付金 4,000 0 4,000 0.0 4,500 △ 500 △ 11.1

国庫支出金 7,654,074 25,075 7,679,149 21.1 2,086,356 5,592,793 268.1

県支出金 1,571,925 2,685 1,574,610 4.3 1,710,236 △ 135,626 △ 7.9

市債 3,700,500 61,800 3,762,300 10.4 3,502,700 259,600 7.4

35,957,065 487,343 36,444,408 100.0 29,803,818 6,640,590 22.3

【一般・特定財源区分】 （単位：千円,％）
補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

21,710,968 384,043 22,095,011 60.7 21,498,701 596,310 2.8

市税 5,130,796 0 5,130,796 14.1 5,157,523 △ 26,727 △ 0.5

地方譲与税 377,846 0 377,846 1.0 264,800 113,046 42.7

利子割交付金 4,100 0 4,100 0.0 9,000 △ 4,900 △ 54.4

配当割交付金 21,300 0 21,300 0.1 25,000 △ 3,700 △ 14.8
株式等譲渡所得割交付金 13,500 0 13,500 0.0 20,000 △ 6,500 △ 32.5

法人事業税交付金 25,000 0 25,000 0.1 0 25,000 －

地方消費税交付金 965,000 0 965,000 2.6 820,000 145,000 17.7
ゴルフ場利用税交付金 20,800 0 20,800 0.1 20,800 0 0.0

自動車取得税交付金 0 0 0 0.0 35,000 △ 35,000 △ 100.0

環境性能割交付金 32,800 0 32,800 0.1 14,000 18,800 134.3

地方特例交付金 27,000 0 27,000 0.1 89,900 △ 62,900 △ 70.0

地方交付税 13,190,000 0 13,190,000 36.2 13,440,000 △ 250,000 △ 1.9
交通安全対策特別交付金 4,000 0 4,000 0.0 4,500 △ 500 △ 11.1
繰入金(財政調整基金･特別会計) 1,056,126 384,043 1,440,169 4.0 728,178 711,991 97.8

繰越金 200,000 0 200,000 0.5 200,000 0 0.0
市債(臨時財政対策債) 642,700 0 642,700 1.8 670,000 △ 27,300 △ 4.1

14,246,097 103,300 14,349,397 39.3 8,305,117 6,044,280 72.8

分担金及び負担金 232,202 0 232,202 0.6 254,251 △ 22,049 △ 8.7

使用料及び手数料 326,279 0 326,279 0.9 334,554 △ 8,275 △ 2.5

財産収入 199,119 0 199,119 0.5 224,020 △ 24,901 △ 11.1

寄附金 400,460 0 400,460 1.1 191,530 208,930 109.1

国庫支出金 7,654,074 25,075 7,679,149 21.1 2,086,356 5,592,793 268.1

県支出金 1,571,925 2,685 1,574,610 4.3 1,710,236 △ 135,626 △ 7.9

繰入金 394,303 5,040 399,343 1.1 426,399 △ 27,056 △ 6.3

諸収入 409,935 8,700 418,635 1.1 245,071 173,564 70.8

市債 3,057,800 61,800 3,119,600 8.6 2,832,700 286,900 10.1

35,957,065 487,343 36,444,408 100.0 29,803,818 6,640,590 22.3

【自主・依存財源区分】

自主財源

依存財源

合　　　　　計

一般財源

特定財源

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率
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令和2年度6月補正一般会計歳出の状況
【目的別】 （単位：千円,％）

補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

249,100 0 249,100 0.7 240,787 8,313 3.5

7,842,790 500 7,843,290 21.5 3,744,365 4,098,925 109.5

7,680,077 25,255 7,705,332 21.1 7,776,635 △ 71,303 △ 0.9

2,711,525 114,416 2,825,941 7.8 2,738,234 87,707 3.2

0 0 0 0.0 0 0 －

1,718,815 1,285 1,720,100 4.8 1,736,451 △ 16,351 △ 0.9

2,448,462 338,704 2,787,166 7.6 660,830 2,126,336 321.8

2,762,938 0 2,762,938 7.6 2,865,998 △ 103,060 △ 3.6

1,384,702 1,115 1,385,817 3.8 1,501,413 △ 115,596 △ 7.7

4,049,652 6,068 4,055,720 11.1 3,719,725 335,995 9.0

82,550 0 82,550 0.2 109,500 △ 26,950 △ 24.6

4,230,061 0 4,230,061 11.6 4,028,997 201,064 5.0

696,393 0 696,393 1.9 580,883 115,510 19.9

100,000 0 100,000 0.3 100,000 0 0.0

35,957,065 487,343 36,444,408 100.0 29,803,818 6,640,590 22.3

（単位：千円,％）
補正前 6月 補正後 前年度6月

予算額 補正額 予算額 予算額

14,117,398 11,000 14,128,398 38.8 13,318,795 809,603 6.1

人件費 6,852,626 0 6,852,626 18.8 6,198,513 654,113 10.6

扶助費 3,034,711 11,000 3,045,711 8.4 3,091,285 △ 45,574 △ 1.5

公債費 4,230,061 0 4,230,061 11.6 4,028,997 201,064 5.0

14,272,527 353,003 14,625,530 40.1 9,775,504 4,850,026 49.6

物件費 4,798,523 65,899 4,864,422 13.3 4,934,170 △ 69,748 △ 1.4

維持補修費 565,607 0 565,607 1.6 572,151 △ 6,544 △ 1.1

補助費等 8,908,397 287,104 9,195,501 25.2 4,269,183 4,926,318 115.4

4,937,203 112,300 5,049,503 13.8 3,850,302 1,199,201 31.1

普通建設事業費 4,854,653 112,300 4,966,953 13.6 3,740,802 1,226,151 32.8

災害復旧事業費 82,550 0 82,550 0.2 109,500 △ 26,950 △ 24.6

失業対策事業費 0 0 0 0.0 0 0 －

2,629,937 11,040 2,640,977 7.3 2,859,217 △ 218,240 △ 7.6

投資及び出資金 2,279 0 2,279 0.0 16,065 △ 13,786 △ 85.8

積立金 696,359 0 696,359 1.9 580,569 115,790 19.9

貸付金 17,220 11,040 28,260 0.1 20,220 8,040 39.8

繰出金 1,814,079 0 1,814,079 5.0 2,142,363 △ 328,284 △ 15.3

予備費 100,000 0 100,000 0.3 100,000 0 0.0

35,957,065 487,343 36,444,408 100.0 29,803,818 6,640,590 22.3

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

予備費

合　　　　　計

【性質別】

義務的経費

消費的経費

投資的経費

その他

合　　　　　計

区         分 構成比 増減額 増減率

区         分 構成比 増減額 増減率

-5-



令和2年度6月補正予算主要事業 （単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 11,201 11,201 0 0 0 11,201 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 11,130 11,130 0 0 0 11,130 

健康福祉部

子育て支援課

・新型コロナウイルス感染症により、特に就業環境に影響を受けやすい、ひとり親世帯等に

　対する緊急的な支援として、児童扶養手当受給者に対し給付金を支給する

・令和2年4月分～6月分の児童扶養手当受給者を対象に、児童1人あたり2万円を支給

・支給は1回限り

・対象児童数：約550人

・7月の定期支給にあわせて支給

・申請は不要（児童扶養手当登録口座へ振込）

・ひとり親世帯等への経済的影響を緩和し、生活を支援

補正額の財源内訳

健康福祉部

福祉課

・新型コロナウイルス感染症の影響で受注機会が減少した就労継続支援事業所へ協力金を支

　給することにより、感染症予防対策等の向上や商品の販路拡大等を支援する

・商品購入者へ購入費の一部を還元することにより、商品の販売促進及び就労継続支援事業

　所とつながる機会を増やす

・事業に参加する市内の就労継続支援事業所へ、感染症予防対策等の設備投資や商品販売を

　促進する広告費等に利用可能な「協力金」を支給（1事業所当たり100万円）

・商品の購入者へ購入費（送料込み）の一部を還元

（真庭市民：購入額の50%、市外者：購入額の10%を還元）　

・感染症予防対策等の向上、受注機会拡大による障がいのある人の働きがいや工賃向上

・事業所商品の販路拡大、新たな商品開発の促進

・市内、市外問わず就労継続支援事業所の認知度向上、理解促進

補正額の財源内訳

1 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 ひとり親家庭等特別給付金支給事業

所属 予算書事業名 ひとり親家庭等特別給付金支給事業

補正前額 補正額 補正後額

2 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 障がい者活躍支援真庭つながり促進事業

所属 予算書事業名 障害者社会生活支援事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,320 3,700 5,020 0 0 1,700 2,000 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 220,000 220,000 0 0 0 220,000 

生活環境部

スポーツ・文化振興課

・新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民団体等がアート活動を継続するため、無観

　客で開催する音楽イベント等の映像配信に必要な経費等を支援

・日本トップレベルの音楽に触れ、文化を楽しむまちづくりにつなげるため、東京混声合唱

　団エスパス特別公演の実施に係る経費を助成

〔アート活動緊急支援事業〕

・対象団体：市内に事務所を設置し、文化芸術活動の企画や演出等が可能な事業者

・補助率：10/10、上限50万円

〔東京混声合唱団エスパス特別公演〕 コミュニティ助成事業

・実施主体となる（公財）真庭エスパス振興財団への補助（令和3年3月開催予定）

・公演に併せてエスパス少年少女合唱団等と共演することで、レベルアップを図る

・多様な市民団体等の活動の発信を支援し、文化芸術に触れる機会を創出する

・芸術性の高い公演と音楽交流により、市民の文化活動が活性化

補正額の財源内訳

産業観光部

産業政策課

・新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少した中小企業者及び小規模事業者に対

　し、事業持続のための支援金を支給

・対象者：令和2年2月～6月のうち、前年同月と比べて20％以上売上が減少した中小企業者

　及び小規模事業者

※事業開始から1年未満の事業者については、令和2年2月～6月の期間で減少した月の売上が

　その月の前後を含めた3か月の売上額の平均と比べて20％以上減少した場合

・支給額：中小企業者 20万円、小規模事業者 10万円

・中小企業者及び小規模事業者が受ける経済的影響を緩和し、事業を持続できるようにする

　ことで、市内経済及び産業活動を維持し、市民の雇用環境と生活環境を守る

補正額の財源内訳

3 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 文化活動団体補助事業

所属 予算書事業名 文化振興事業

補正前額 補正額 補正後額

4 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 事業持続ささえあい事業

所属 予算書事業名 事業持続ささえあい事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 57,000 57,000 0 0 0 57,000 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 48,000 48,000 0 0 0 48,000 

産業観光部

産業政策課

・新型コロナウイルス感染症により影響を受けた中小企業者及び小規模事業者の経営改善、

　再建を支援

・中小企業者及び小規模事業者が、経済産業省の「生産性革命推進事業」や岡山県の「生産

　性・おもてなし向上のための設備投資等の支援」を活用して、設備投資や販路開拓を行う

　場合、国県補助金に上乗せし、最大8割までを市が補助

・さらに、設備投資や販路開拓に係る工事及び資材購入等を市内事業者に発注する場合、最

　大9割にかさ上げする補助

・国県事業を活用して設備投資や販路開拓を行う小規模事業者の経営再建を支援

・市内企業への発注促進による経済循環の活性化

補正額の財源内訳

産業観光部

産業政策課

・新型コロナウイルス感染症の影響により外出の機会が減少した子どもたちへ、市内の提携

　施設で利用可能な「宿泊・食事券」を配布し、子どもを中心とした家族交流を促進

・家族で「宿泊・食事券」を利用してもらうことにより、売上が減少した市内の宿泊施設や

　飲食店の経営回復を支援

・「宿泊・食事券」の配布対象者：令和2年4月1日現在で18歳以下の市民

・券面金額：1人あたり5,000円（1,000円券×5枚）

・使用可能店舗：市内の宿泊施設及び飲食店（市内の登録事業者）

・配布方法：令和2年6月末までに対象者へ簡易書留で郵送

・使用期間：令和2年7月1日から9月30日まで

・臨時休校やイベント自粛等で影響を受けた子育て及び教育世代への支援

・休業等により大きく影響を受けた宿泊施設及び飲食店への経済対策

補正額の財源内訳

5 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 たすけあい経済再生事業

所属 予算書事業名 商工業振興対策事業費補助金

補正前額 補正額 補正後額

6 事業名
【新型コロナウイルス感染症緊急対策】

 子ども応援券給付事業

所属 予算書事業名 子ども応援券給付事業

補正前額 補正額 補正後額

-8-



（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 5,040 5,040 0 0 5,040 0 

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

11,968 109,376 121,344 21,405 59,000 0 28,971 

健康福祉部

健康推進課

・真庭市内の看護師養成所（真庭高等学校）に在学する者のうち、市内医療機関等に就職を

　希望する者を対象に奨学金を貸し付けることにより、真庭市内の看護人材の確保を図る

・奨学金の額：看護科（1～3学年）月額15,000円、専攻科（4～5学年）月額30,000円　

・貸付人数は原則として各学年4名（5年間で最大1,260,000円貸付）、無利子

・市内医療機関等に就職し、貸付期間相当年数を勤務した場合は、奨学金の1/4以内の額を

　返還免除

・奨学生が勤務する市内医療機関等は、奨学生に代わり奨学金の3/4以内を代理返還可能

・企業版ふるさと納税を原資に積み立てた真庭市未来を担う人応援基金を活用する

・市内医療機関等における看護師の確保

・市内看護師養成所への進学者の増加

補正額の財源内訳

生活環境部

環境課

・市全域の生ごみ、し尿及び浄化槽汚泥を肥料に資源化、ごみ減量化と廃棄物処理コスト削

　減を目的として、生ごみ等資源化施設を建設

・造成工事のための設計が令和2年3月末に完了したことから、造成工事等に着手

・施設建設に向けた造成工事

・施設の排水処理に備えて、利用可能な水量や水質等を把握するため、地下水調査を実施

・総事業費約41億円（予定）、事業全体のスケジュールは以下のとおり

　　  R1：造成設計、アセスメント調査

　　  R2：事業者選定、造成工事

　R3～5：設計、建設

　　  R6：稼働

・廃棄物処理コスト削減 ⇒ 20年間で70億円削減（焼却施設、し尿処理施設の集約）

・農業へのバイオ液肥活用 ⇒ ローコスト農業、循環する農業の実現

・焼却ごみ減量化 ⇒ 環境への負荷軽減、最終処分量の削減

補正額の財源内訳

7 事業名  奨学金貸付事業（未来基金事業）

所属 予算書事業名 看護師等育成奨学金貸付金

補正前額 補正額 補正後額

8 事業名  生ごみ等資源化施設整備事業

所属 予算書事業名 家庭ごみ資源化促進事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 拡充

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,134 500 7,634 0 0 0 500 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 2,924 2,924 0 2,800 0 124 

総合政策部

総合政策課

・林業、木材及び木造建築技術に関する高等教育の充実及び発展

・産学官連携による人材育成、新たな技術開発及び木材需要の喚起推進

・真庭市長と岡山大学長が共同代表となって、「林業・木材・木造建築技術に関する知見を

　集積し、教育・研究・経済活動への活用を推進するための産学官連携の場」として、検討

　委員会を設置

・検討委員会は、真庭市長、岡山大学長、その他大学等の関係機関代表者及びオブザーバー

　で構成し、知見の集積と活用の場の普及啓発、産学官の連携や研究開発の推進等について

　検討

・教育研究機関及び関係機関の学生及び研究者らが真庭とつながる関係人口の創出

・知の集積による地域価値の向上

補正額の財源内訳

健康福祉部

子育て支援課

・「真庭市子ども・子育て支援設備整備計画」の基本的な方向性である、認定こども園化を

　推進し、市内のどの施設においても同様に、子どもの預け入れを可能とする環境を作る

・米来幼稚園を幼保連携型認定こども園化するとともに、定員を増やし３歳からの受入れを

　可能（現在は4歳から）とする

・幼稚園の増築に伴う設計委託費を計上

　（３歳児保育室及び園児用トイレの増築）

・共働き世帯が増加し、保育を必要としている世帯の保育ニーズに対応

・教育を希望する場合も、保育を希望する場合も同じ園での生活が可能

補正額の財源内訳

9 事業名
 総合政策推進事業
   林業･木材･木造建築教育研究ゾーン（仮称）創設事業

所属 予算書事業名 総合政策推進事業

補正前額 補正額 補正後額

10 事業名  認定こども園施設整備事業

所属 予算書事業名 認定こども園施設整備事業

補正前額 補正額 補正後額
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（単位：千円）

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 5,704 5,704 2,850 0 0 2,854 

区分 新規

会計名 一般会計

目的

事業内容

事業の効果

国県支出金 地方債 その他 一般財源

0 6,000 6,000 0 0 6,000 0 

産業観光部

産業政策課

・環境省が進めるローカルＳＤＧｓ「地域循環共生圏」構想に沿って、蒜山地域の自然保全

　活動団体等を組織化し、体験観光メニューを充実することを通じ、蒜山地域振興計画基本

　構想が目指す蒜山地域の滞在型観光の推進と草原や湿地等の自然保全の両立を図る

・蒜山地域で草原や湿地の保全活動に取り組んでいる団体等を組織化し、地域外からの来訪

　者を受け入れて体験観光メニュー化を図り、経済的にも持続可能な自然保全活動を進める

　ため、自然再生推進法に基づく「蒜山自然再生協議会（仮称）」の設立を目指し、体制づ

　くりを実施

・蒜山の自然保全活動団体の体制強化による自然保全活動の強化

・蒜山の体験観光メニューの充実による蒜山の滞在型観光の推進

・ＳＤＧｓに基づく環境と経済が両立した自然保全活動による地域ブランドの向上

補正額の財源内訳

産業観光部

産業政策課

・蒜山地域を皮切りに市内の観光地域づくりを推進するために、全国の地域づくり先進地の

　プレーヤーが真庭に集結し、価値創造型のワークショップを実施することで、中山間地域

　の可能性を発掘するとともに、新規事業を創出

・蒜山地域振興計画基本構想が掲げる観光の質の向上と滞在型観光を実現するためには、観

　光や商品製造のブランド構築に係る地域人材の育成が重要であるため、地域人材と全国か

   ら招いた先進地の地域づくりプレーヤーと協力して、地域価値を磨く「農山漁村アイデア

　ソン（価値創造型ワークショップ）」を実施

・関係人口の創出

・アイデアをもとにした商品及びサービスを開発し、事業化を想定

・蒜山地域振興計画をはじめ、地域の観光地域づくりの質の底上げを図る

補正額の財源内訳

11 事業名  自然保護及び体験観光体制整備事業

所属 予算書事業名 さとやま文化創造事業

補正前額 補正額 補正後額

12 事業名  観光ビジネスイノベーション事業

所属 予算書事業名 観光ビジネスイノベーション事業

補正前額 補正額 補正後額
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